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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

⑴ 指摘事項 

① 会計に関する事務 

ア 現金に係る会計処理について 

会社においては，現金の残高確認に

ついて各事務所ごとに報告を行ってい

るが，現金の残高について以下の事例

があった。 

(ｱ) 現金の決算額を適正に記載するべ

きもの 

平成 29 年度の決算書に計上して

いる現金預金について，コンビニエ

ンスストアの現金（釣銭準備金）に

ついてはフランチャイズ契約先から

釣銭残高について報告されている

が，決算額が報告額よりも過大に計

上されていた。 

    決算額について，正しく記載する

べきである。 

 

(ｲ) 釣銭準備金の残高報告を確実に行

うべきもの 

平成 29 年度末の釣銭準備金の残

高について，出納責任者へ報告を行

っているが，報告内容について一部

誤りがあった。 

経理規程では，第 15条で出納に関

する条文があり，第 4 項では「出納

事務担当者は金銭の出納を記録し，

常にその残高を明瞭にしておかなけ

ればならない。」とある。 

釣銭準備金を正確に把握し，正し

い報告を行うべきである。 

 

イ 小口現金の出納帳への記載を適正に

行うべきもの 

会社の経理規程では，小口現金につ

いて「出納事務担当者は支払いの都度

これを金銭出納帳に記載し，日々の現

金残高と照合を行わなければならな

い。」と定めている。 

⑴ 指摘事項 

①ア(ｱ) 
決算額について，正しく記載されてい

なかった原因は、平成 29年 5月に（店舗

改装のため）一旦閉店した名谷店の釣銭

準備金 60万円がフランチャイズ契約先よ

り返却された際に、釣銭準備金を減額す

べきところを、預け入れしていた保証金

と認識して経理処理を行ったためであっ

た。 

平成 29年度決算について、損益に影響

がないため、平成 30年度の経理処理にて

貸借対照表の資産の区分を釣銭準備金 60

万円を減じ、保証金の額を正しく計上す

る修正を行う。 

 

 
 
 
①ア(ｲ) 
釣銭準備金の残高報告内容について一

部誤りがあった原因は、出先事務所にお

いて、誤った認識により報告書を作成し

ていたためであった。 

平成 31 年３月 26 日の幹部会にて、指

摘事項の説明および現金有高の報告のル

ールの再確認を行い、新たに作成した「釣

銭準備金等年度末事務マニュアル」での

事務の徹底を図った。 

平成 31 年３月 29 日に本社出納担当部

門は、指摘のあった出先事務所に対して

実査を行った。今後、毎年度末での実査

を行っていく予定である。 

①イ 
小口現金の出納帳に，実際の小口現金

の出入りを記載し，日々の現金残高と照

合できなかった原因は、小口現金を使用

する際に、小口現金の有高を確認するこ

となく、立替払での使用分の処理を小口

現金で行っていた事例があったためであ
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

しかしながら，小口現金の出納帳に

おいては，現金使用日（支払いの領収

書日付）ごとの出納を記載し，日々実

際の小口現金の出入りを記載していな

いため出納帳上で日々の現金残高と照

合できない状況になっていた。 
小口現金の出納帳には，実際の小口

現金の出入りを記載し，日々の現金残

高と照合できるようにするべきであ

る。 
ウ 棚卸商品の注記を正しく記載するべ

きもの 

コンビニエンスストアの棚卸商品に

ついて，評価基準は売価還元法により

算定されているが，貸借対照表の注記

では棚卸資産の評価基準及び評価方法

として最終仕入原価法のみ記載されて

いる。 

注記の記載については売価還元法に

よる旨も記載するべきである。 

 

った。 

平成 31 年３月 26 日の幹部会にて、指

摘事項の説明を行い、新たに作成した「小

口現金事務処理マニュアル」での事務の

徹底を図った。 

 
 
 
 
 

①ウ 
注記の記載について売価還元法による

旨が記載されていなかった原因は、他事

業の評価基準である最終仕入原価法のみ

を記載していたことによる。 

平成 30年度決算書類より注記の記載を

行う。 
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② 契約に関する事務 

ア 業務の一部を第三者に委託または請

け負わせる際の手続を適正に行うべき

もの 
会社では，西神中央駅百貨店ビル等

の設備管理業務，同ビルの空調設備等

自動制御装置保守点検業務，特高受電

設備法定点検業務について，業者と委

託または請負契約を結んでおり，契約

書では，業務の一部を第三者に委託ま

たは請け負わせる（以下，「再委託また

は下請負」という。）場合には，会社の

書面での承諾が必要であることを定め

ている。 
しかしながら，これらの契約につい

ては，再委託または下請負に係る，会

社の書面での承諾がされていなかっ

た。 
会社は契約に基づき，適正に手続を

行うべきである。 

②ア 
再委託または下請負に係る，会社の書

面での承諾がされていなかった原因は、

承諾申請書には、業者決定通知の内容で

ある再委託者，下請負人の商号等の内容

も含まれていたため、業者決定通知は承

諾申請書の提出をもって足りると判断し

ていたためであった。 
事例の担当部署の職員に、再発防止の

ため、個別に事務処理の徹底を指導した。 
平成 31 年３月 26 日の幹部会にて、指

摘事項の説明を行い、情報共有および事

務の徹底を図った。 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

⑵ 意 見 

① 現金及び預金の区分について 

平成 29 年度末の貸借対照表の現金預

金のうち現金の額は 3,880 万円となって

おり，現金残高について 3 月末に各事務

所から報告された金額と，決算額の基礎

となる元帳との間で 500 万円以上の相違

があった。 

相違の内容としては，指摘事項に記載

した事項のほか，その大半が定期券販売

所等の釣銭準備金によるものであり，釣

銭準備金は一定額の金種を確保するた

め，デリバリー業者に委託して定期的に

事務所から現金を回収して会社の銀行口

座へ入金を行っている。 

デリバリー業者が現金を回収してから

口座に入金されるまで 1 週間前後かかっ

ており，業者が現金を回収すると各事務

所には現金がないため残高報告は実際の

残高を報告しているが，元帳は口座に入

金されるまで現金として記載されている

ため，決算時と相違が生じていたことが

原因であるが，この現金残高と元帳との

相違について正確な内容を把握できてい

なかった。 

相違の大半は現金と預金との間で生じ

ているため決算書の貸借対照表には影響

しないが，現金の管理という点からも預

金に入金するまでの現金については帳簿

上預け金として処理するなど現金と預金

の区分を明確にするよう管理されたい。 

 

⑵ 意 見 

①  

預金に入金するまでの現金については

帳簿上預け金として処理するなど現金と

預金の区分を明確にするよう管理するこ

とについて 

平成 31 年３月 26 日の幹部会にて、意

見についての説明を行い、新たに作成し

た「釣銭準備金等年度末事務マニュアル」

での事務の徹底を図った。 

なお、マニュアルには、３月末の各事

務所から報告された金額と，決算額の基

礎となる元帳の金額が同一となるよう

に、預け金での経理処理の手順も含まれ

ている。 

 

 
 

措置済 

② 回収困難な未収金の取扱いについて 

流動資産に計上されている未収金につ

いては，1 年以上未回収のものが 100 万

円以上あり，その内容は職員に対する給

与等超過支給分であり，最も古いもので

は平成 18年度に発生していた。 

会社としては引き続き回収する努力を

継続するとしているが，直近の元帳を確

認したところ長期間未収となっている債

権について回収されている形跡は見当た 

② 
専門家の助言を受けることも含めての

取扱いについて検討について 

回収が困難な債権について、損金計上

の手続きを含めた、債権回収の手続きを

定めるべく検討中である。 

なお、当社監査役や顧問税理士に助言

をもとめ相談している。 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

 

らず，現時点で回収が困難または長期間

にわたるものも少なからず含まれている

ものと思われる。 

長期間にわたって未回収となっている

債権については，専門家の助言を受ける

ことも含め取扱いについて検討された

い。 

 

③ 定款及び経理規程の改正について 

会社で定めている定款及び経理規程の

中に，規則等を定めるとの条文があるが

定めていない事例や規程の内容が法律の

改正等により実態とそぐわなくなってい

る条文があった。 

 （事例） 

・経理規程で財務諸表に作成するべき

書類の一つとして利益金処分（欠損

金処理）計算書があるが，作成して

いない。 

 ・定款で株式取扱規則及び取締役会規

則を定める旨の条文があるが，規則

を作成していない。 

定款及び経理規程については社内にお

けるガバナンスの基準となるので，内容

を検証した上で必要があれば順次改正を

行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 
内容を検証した上での順次改正につい

て 

当社経理規程に定める利益金処分（欠

損金処理）計算書は現行会社法では株主

資本等変動計算書の作成を要請してお

り、また、定款で定める株式取扱規則及

び取締役会規則の作成も、法律上義務で

はないため、当社においては、いずれも

不作成と判断していた。 

定款及び経理規程とも令和元年度中に

改正を行う。 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

④ 契約事務審査会の議案の押印について 

会社では，契約事務審査会要綱を定め，

一定金額以上の委託契約等の契約事務に

おいて審査会を設置し，審議を行ってい

る。 

審査会は代表取締役社長以下管理職で

組織され，代表取締役社長が委員長とな

って審査を行い，審査会の内容について

は各案件ごとに審査会議案を作成し，審

査結果について委員長以下各委員が押印

して記録することとしている。 

平成 29 年度の審査会議案を確認する

と，審査結果について委員長の押印はな

されているが，他の委員については全く

押印されていない事例が多数あった。 

契約事務審査会要綱では，委員の半数

以上の出席がなければ会議を開くことが

できないこととなっており，意思決定も

出席委員の過半数で決定されるが，書類

上委員の押印がないため確認できない状

態となっているため，委員の押印を徹底

されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 
委員の押印の徹底について 

平成 31 年１月 25 日の実査での講評を

受け、平成 31年２月５日開催の契約事務

審査会より委員の押印を行うこととし

た。 
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